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  令和８年   熊本県議会６月定例会会議録     第３号 

 

令和８年６月11日(木曜日) 

   ――――――――――――――――― 

   議事日程 第３号 

  令和８年６月11日(木曜日)午前10時開議 

 第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに県の

一般事務について) 

   ――――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに

県の一般事務について)  

     ――――――○―――――― 

出席議員氏名(46人) 

            星 野 愛 斗 君 

            髙 井 千 歳 さん 

            住 永 栄一郎 君 

            亀 田 英 雄 君 

            幸 村 香代子 君 

            杉 嶌 ミ カ さん 

            立 山 大二朗 君 

            斎 藤 陽 子 さん 

            本 田 雄 三 君 

            岩 田 智 子 君 

            堤   泰 之 君 

            南 部 隼 平 君 

            前 田 敬 介 君 

            坂 梨 剛 昭 君 

            荒 川 知 章 君 

            城 戸   淳 君 

            西 村 尚 武 君 

            池 永 幸 生 君 

            竹 﨑 和 虎 君 

            吉 田 孝 平 君 

            中 村 亮 彦 君 

            増 永 慎一郎 君 

            前 田 憲 秀 君 

            髙 島 和 男 君 

            松 村 秀 逸 君 

            岩 本 浩 治 君 

            西 山 宗 孝 君 

            河 津 修 司 君 

            楠 本 千 秋 君 

            橋 口 海 平 君 

            緒 方 勇 二 君 

           髙 木 健 次 君 

            髙 野 洋 介 君 

            内 野 幸 喜 君 

            岩 中 伸 司 君 

            城 下 広 作 君 

            西   聖 一 君 

            渕 上 陽 一 君 

            坂 田 孝 志 君 

            溝 口 幸 治 君 

            池 田 和 貴 君 

            吉 永 和 世 君 

            松 田 三 郎 君 

            藤 川 隆 夫 君 

            岩 下 栄 一 君 

            前 川   收 君 

欠席議員氏名(１人)    

            山 口   裕 君 

   ――――――――――――――――― 

説明のため出席した者の職氏名 

      知    事 木 村   敬 君 

      副 知 事 竹 内 信 義 君 
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      副 知 事 亀 崎 直 隆 君 

      知事公室長 府 高   隆 君 

      総 務 部 長 下 山   薫 さん 

      企画振興部長 富 永 隼 行 君 

      理    事 枝 國 智 子 さん 

      理    事 柴 田 英 伸 君 

      健康福祉部長 久 原 美樹子 さん 

      環境生活部長 清 田 克 弘 君 

      商工労働部長 上 田 哲 也 君 

      観光文化部長 梅 川 日出樹 君 

      農林水産部長 深 川 元 樹 君 

      理    事 間 宮 将 大 君 

      土 木 部 長 奥 山 和 弘 君 

      会計管理者 城 内 智 昭 君 

      企 業 局 長 森 山 哲 也 君 

      病 院 事 業 
             千 田 真 寿 君       管 理 者 

      教 育 長 越 猪 浩 樹 君 

      警察本部長 佐 藤 昭 一 君 

      人事委員会 
            坂 野 定 則 君       事 務 局 長 

      監 査 委 員 小 原 雅 之 君 

   ――――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

事 務 局 長 鈴   和 幸 

      事務局次長  
            池 永 淳 一       兼総務課長 
      首席審議員 
            坂 本 誠 也 
      兼議事課長 

      議事課長補佐 吉 田   晋 

     ――――――○―――――― 

  午前10時開議 

○副議長(橋口海平君) これより本日の会議を開

きます。 

     ――――――○―――――― 

 日程第１ 一般質問 

○副議長(橋口海平君) 日程に従いまして、日程

第１、昨日に引き続き一般質問を行います。 

 髙井千歳さん。 

  〔髙井千歳さん登壇〕（拍手） 

○髙井千歳さん 皆様、おはようございます。熊

本第一選挙区選出・参政党の髙井千歳です。 

 議員になって、今回で５回目の一般質問となり

ます。今回も、県民の皆様からいただいたお声を

基に質問させていただきますので、知事並びに執

行部の皆様におかれましては、真摯な御答弁をお

願い申し上げまして、私の質問に入らせていただ

きます。 

 まず初めに、半導体企業集積における再生水活

用について、知事にお尋ねいたします。 

 現在、ＪＡＳＭ第２工場並びにソニー第２工場

が建設中ですが、ＪＡＳＭ第２工場では３ナノ半

導体が製造予定と伺っております。 

 半導体の製造において、一般的には、微細化が

進むほど必要となる洗浄工程が増え、結果として

使用する水の量は増えると認識をしております。

そして、さらに知事は、ＴＳＭＣ第３工場まで誘

致をしたいと公言をされています。 

 しかし、水の収支バランスを考えたときに、こ

れ以上涵養面積や営農に影響を与えることなく涵

養を増やすことは、現実的には難しいと認識をし

ておりますが、このような現状の中、どのように

地下水の保全を行っていかれるのでしょうか。 

 これまで知事は、台湾を訪れ、南部サイエンス

パークの取組等を見てこられたと承知をしており

ます。 

 台湾では、半導体産業の集積が進む中で、水不

足が国家的な課題となり、地下水のくみ上げはも

とより、従来の河川水に依存する方式から再生水

へ大きく転換をしていると伺っております。 

 例えば、台湾の南部サイエンスパークでは、都

市下水を高度処理し、再び半導体工場へ供給する

再生水インフラを国家主導で整備する方向だと承

知をしております。これは、単に排水を処理して
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流すのではなく、水分子だけを通し、不純物をほ

ぼ通さない特殊な逆浸透膜を用いた高度な浄化に

より、工業用水として再び循環利用し、半導体工

場へ再供給する仕組みです。 

 また、ＴＳＭＣアリゾナ工場においても、砂漠

地帯という厳しい水事情の中で、工場内での高い

循環や再利用を前提とした、いわゆる半閉鎖型シ

ステムが採用されていると承知をしております。 

 一方、熊本では、良質で大量な地下水に恵まれ

ていることから、現在も地下水を中心とした運用

が前提となっております。しかし、今後ますます

取水量は増す中で、有明工業用水の活用だけでな

く、地下水取水量の将来的な見通しや取水量と涵

養量とのバランス、河川水の利用や再生水利用の

可能性も含めた中長期の水戦略が必要ではないか

と考えます。 

 半導体産業においては、水は電力と並ぶ重要な

生産資源であり、近年は世界的にも戦略物資とし

て位置づけられております。一方で、熊本の農業

や県民の生活を支える県民共通の宝でもありま

す。 

 今後も、半導体産業の集積と地下水の保全をい

かに両立させるのか、その長期的なビジョンが重

要になってまいります。その上で、台湾やアリゾ

ナのような再生水活用や半閉鎖型システムについ

て、熊本県としてどのように認識をされているの

か、知事にお尋ねをいたします。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) 髙井議員から、半導体企業集

積における半閉鎖循環型システムなどの再生水の

活用について御質問いただきました。 

 お答え申し上げます。 

 熊本の宝、そして県民の誇りである本県の地下

水は、生活や産業を支える貴重な資源でございま

す。 

 議員御紹介の海外の再生水の活用の事例につい

ては、本県においても半導体関連企業などによる

地下水取水量削減の手段の一つになる可能性があ

ると認識しております。実際、私自身も、本年１

月に、台湾南部のサイエンスパークを視察してま

いったところでございます。 

 令和６年11月に、再生水の活用可能性などを検

討するためのプロジェクトチームを庁内に設置い

たしました。調査、協議を進めるとともに、外部

の有識者や関係事業者との意見交換を現在行って

いるところでございます。 

 一方で、今調査などを進める中で、再生水イン

フラの整備については、技術面やコスト面におい

て、現状ではまだ様々な課題があると認識してお

ります。 

 しかしながら、やはり企業の集積に伴う地下水

の収支バランスをしっかりと注視して、まずは地

下水以外の水源としての有明工業用水の活用を働

きかけてまいります。さらに、併せて、将来的に

立地企業における再生水活用が進むように、再生

水インフラの整備に関する様々な課題についても

しっかりと研究に取り組んで、経済や地域の発展

と環境保全が両立する社会の実現を目指してまい

ります。 

〔髙井千歳さん登壇〕 

○髙井千歳さん 知事より御答弁いただきまし

た。 

 知事も関心を持って調査研究していただいてい

るとのことで、大変心強く思います。 

 今回私がこのことを質問した理由は、今の議

論、つまり、地下水の涵養も含めどうするのかと

いう地下水ありきの議論から脱却をし、再生水活

用という議論を積極的に俎上に上げていかなけれ

ば、いつまでたっても地下水依存から脱却をする

ことはできないのではないかと思ったからであり
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ます。 

 先ほども述べたように、アリゾナでは企業自身

が半閉鎖型の水処理システムを行っております

し、台湾でも下水を処理した再生水を工業用水と

して使っております。コストの問題はあります

が、ぜひ今のうちから検討していただきたいと思

います。 

 そして、先ほど有明工業用水の話もございまし

た。約200億円かけてこの整備が行われています

が、１日当たり１万2,000トンの供給量ですの

で、ＪＡＳＭ第１、第２工場、ソニー第２工場合

わせて、１日当たり約３万から３万5,000トンの

取水を考えると、これらの企業が、この工業用水

をフルに活用しても、約半分から３分の１ほどし

か賄うことはできません。 

 そして、有明工業用水の整備の工期が遅れてお

り、令和９年度から令和11年度に大幅にずれ込む

ということですので、第２期熊本地域地下水総合

保全管理計画において、この工業用水を前提とし

た地下水収支が大きく崩れることになります。そ

こについても県民にしっかりと御説明をいただき

たいと思います。 

 地下水からの脱却はまだ遠いというところです

が、ますます今地下水依存が増す中での第３工場

誘致という話は、地下水に懸念を抱いている県民

にとっては不安しかありません。 

 第３工場まで誘致とおっしゃるのであれば、ぜ

ひ、取水量、涵養量、有明工業用水、表流水、再

生水を含めた水収支を検討、そして示した上で、

言及していただけたらというふうに思います。 

 そして、企業側にも再生水の取組を検討してい

ただけるよう、知事からも積極的に働きかけてい

ただきたいとお願いを申し上げまして、次の質問

に移ります。 

 次に、特定公共下水道施設における化学物質の

処理について質問をいたします。 

 現在、県では、ＪＡＳＭや関連企業の排水に対

応するため、特定公共下水道施設の整備を進めて

おられます。 

 現在建設中のＪＡＳＭ第２工場では、３ナノ半

導体の製造が予定され、その処理施設の設計に当

たって、一般の公共下水道では対応できない物質

の適正な処理の方法を検証するため、現在、流域

下水道で処理されているＪＡＳＭ第１工場の排水

を原水とする実証実験も行われる予定と伺ってお

ります。 

 さらに、ソニー第２工場も視野に入れれば、使

用される化学物質や排水処理の高度化、複雑化は

避けられないものと思います。 

 その中で、私が強く懸念をしているのが、ＰＦ

ＡＳをはじめとする法規制外物質への対応です。 

 現時点では、県として、ＪＡＳＭ第２工場、ソ

ニー第２工場において、どのようなＰＦＡＳ類が

使用、排出される可能性があるのか、十分には把

握をしていないということでした。 

 私は、ここに大きな課題意識を持っておりま

す。排水中に何が含まれているのか分からない状

態では、何を除去対象とするのか、どういう処理

方式が必要なのかという設計方針そのものが定ま

らず、１億円近くの予算を投じて行われる実証実

験も有効な成果を得ることができないのではない

でしょうか。 

 さらに踏み込んで言えば、特に半導体産業で

は、工場内の工程ごとに排水成分が異なり、最も

濃い状態でどれだけ分離、回収するかが極めて重

要であると言われております。 

 つまり、薄まった後に下水処理施設でまとめて

対処するのではなく、工場内で高濃度段階からし

っかりとトラップをする、そして、そこでトラッ

プできなかった分を特定公共下水施設でセーフテ
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ィーネットとして再度トラップをするということ

が重要になってくると思います。 

 今後、半導体産業のさらなる集積を進めるので

あれば、単に現在の基準を満たしているから大丈

夫という発想ではなく、将来のリスク物質までを

見据えた予防原則に基づいた対応が必要ではない

かと考えます。 

 そこで、お尋ねをいたします。 

 県として、ＪＡＳＭ第２工場、ソニー第２工場

において使用、排出される可能性のあるＰＦＡＳ

類をどこまで把握をしているのか、土木部長に伺

います。また、工場内での高濃度段階でのトラッ

プ、回収までを含めて、企業に努力を求めていく

考えはあるのか、環境生活部長に伺います。 

  〔土木部長奥山和弘君登壇〕 

○土木部長(奥山和弘君) 下水道への排水につき

ましては、下水道法に基づく排除基準を満たすよ

う、工場等で重金属などの有害物質をあらかじめ

処理する必要があります。 

 下水道管理者は、工場から提出される排水の処

理方法や水質を事前に確認するとともに、工場稼

働後は定期的に検査を行います。 

 その上で、下水処理場において、水質汚濁防止

法の排水基準まで処理するとともに、放流される

河川等においても所管する行政機関が水質を監視

するなど、関係者が連携し、公共用水域の水質保

全を図っているところです。 

 議員御質問のＰＦＡＳ類については、現時点で

排除基準や排水基準が定められていない法令等規

制外物質です。 

 そのため、下水道で受け入れることとなる排水

のＰＦＡＳ類については把握しておりませんが、

熊本セミコン特定公共下水道事業では、最も効果

的な処理技術の導入を目的に実証実験を行ってお

り、その中で、活性炭処理などによるＰＦＡＳ類

の低減効果についても検証を行うこととしており

ます。 

 特定公共下水道により工場排水の適切な処理に

取り組むとともに、引き続き、関係者と連携、協

力しながら、公共用水域の水質保全を図ってまい

ります。 

  〔環境生活部長清田克弘君登壇〕 

○環境生活部長(清田克弘君) ＰＦＡＳ類を使用

する企業への対応についてお答えいたします。 

 ＰＦＡＳ類は、水質汚濁防止法等の排水基準が

ないため、工場内での処理を求める法的根拠はあ

りませんが、水質保全の観点から半導体関連企業

の集積に伴う状況把握のため、県では、法令等規

制物質に加え、規制外物質について、令和５年８

月から環境モニタリングを実施しております。 

 令和６年度に、ＰＦＡＳ類の一部の濃度が、一

時的に河川で増加しましたが、その後は減少して

いることを確認しています。 

 県で調査した河川中の濃度は、諸外国の飲料水

基準と比べて極めて低いこともあり、専門家か

ら、問題ないレベルであり安心できるとの意見を

いただいています。これは、企業の排水処理の取

組も関係していると考えられます。 

 県としては、引き続き周辺環境の変化の把握を

行い、水質の保全に努めてまいります。 

  〔髙井千歳さん登壇〕 

○髙井千歳さん 土木部長と環境生活部長に御答

弁いただきました。 

 実証実験では、活性炭処理などによるＰＦＡＳ

類の低減効果についても検証を行うとのことでし

た。 

 昨今、半導体企業で使用されているＰＦＡＳ

は、短鎖、すなわち短い鎖のものであり、活性炭

には吸着しにくいことが知られています。したが

って、その除去には工夫が必要だと思います。だ
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からこそ、何をターゲットとするのか、企業秘密

も含まれるかもしれませんので、公表までは求め

ませんが、しかし、何を目的としてトラップを行

う必要があるのかは把握できるよう努力をしてい

ただきたいと思います。 

 ＰＦＡＳには蓄積性があります。有明海は閉鎖

性の海であり、河川での濃度が低くても、長年に

わたってＰＦＡＳが流入し続ければ、海岸の泥な

どで高濃度となり、魚介類などにも蓄積される可

能性もあります。決して、海外の飲用水基準と比

較して、低濃度だからと満足をしないでいただき

たいと思います。 

 また、特定公共下水道施設に流入してくる水の

排出事業者は、ＪＡＳＭ及びソニーセミコンの２

社です。そこの負担割合については、排出の汚濁

負荷の内容等を基に、熊本県環境審議会での審議

の上、費用負担計画で定めるよう、負担法で定め

られていると認識をしています。 

 つまり、県は、実証実験を行うに当たって、そ

れぞれの事業者の排水中に含まれる物質及びその

濃度等を事前に知る必要があり、事業者は、負担

法の規定に従って、その情報を県に報告する義務

があるのではないでしょうか。 

 そもそも、特定公共下水道事業は、公害防止事

業事業者負担法の公害防止事業に当たると認識を

していますが、この法律が前提とする汚染者負担

原則に基づいて考えると、ＪＡＳＭとソニーセミ

コンの２社に、本来であれば全額を負担させると

いうことになります。しかし、実際には、国の交

付金と県費を投入して事業が進められており、関

係法令に照らすと、適切に行われているのか疑問

を持つところです。 

 いずれにせよ、１億円近くかけて行われる実証

実験が、アリバイづくりで終わらないようにして

いただきたいとお願いを申し上げ、次の質問に移

ります。 

 次に、グローバルコンピテンシー育成事業にお

ける教職員の台湾派遣研修についてお尋ねをいた

します。 

 現在、ＴＳＭＣ進出などを契機として、熊本県

と台湾との交流はますます深まっております。県

教育委員会においても、教員を台湾へ派遣し、現

地の教育制度や学校現場を学ぶ取組が進められて

おります。私は、このような国際交流や海外研修

そのものは大変意義のあるものだと考えておりま

す。 

 しかしながら、国際交流というのは、単に相手

の優れた部分を学ぶだけではなく、自らの歴史や

文化を理解した上で相手と向き合うことが大切で

はないでしょうか。 

 近年の熊本では、台湾への関心が非常に高まっ

ております。もちろん、それは歓迎すべきことで

はありますが、一方で、台湾から学ぶ、台湾は進

んでいるといった側面が強調され、私たち自身の

歴史や先人たちの歩みが見えにくくなっているの

ではないかと感じることもあります。 

 真の国際交流に必要なのは、ただただ相手を称

賛することでも自分たちを卑下することでもな

く、お互いの歴史や文化を理解し、尊重し合う姿

勢であると考えます。 

 以前、一般質問でも触れましたが、御承知のと

おり、熊本と台湾の間には、100年以上前から教

育を通じた深い交流の歴史があります。 

 日本統治初期、台湾の教育の礎を築いたとされ

る六氏先生の中には、熊本出身の平井数馬先生が

おられました。そして、六氏先生と呼ばれる方々

が、抗日ゲリラによって襲撃され、お亡くなりに

なった後も、六氏先生の御遺志を継ごうと、多く

の熊本県出身者が台湾に渡り、教育の発展に尽力

した歴史があります。 
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 歴史には様々な見方があることは承知をしてお

ります。しかし、少なくとも、熊本の先人たち

が、台湾の教育に情熱を注ぎ、人材育成に力を尽

くしたという事実は、現在の熊本と台湾との交流

を考える上でも大切な歴史であると考えます。 

 そして、子供たちを教育していく教員の方々に

は、台湾の先進的な教育や産業を学ぶだけでな

く、このような熊本と台湾との歴史的なつながり

についても理解を深めていただきたいと思いま

す。 

 グローバル人材の育成と日本人としてのアイデ

ンティティーや郷土への誇りの醸成は、決して相

反するものではなく、車の両輪だと思います。世

界に目を向けるからこそ、日本や熊本の歴史もし

っかりと学ぶ、そのような視点を持った教員の育

成こそが、真の国際人材の育成につながるのでは

ないでしょうか。 

 そこで、教育長にお尋ねいたします。 

 こうした視点も踏まえ、教育委員会として、こ

の台湾派遣研修をどのような内容の研修として実

施されようとしているのか、さらに、この事業を

通じて、どのような教員を育成し、その学びを子

供たちの教育にどうつなげていこうとされている

のか、改めて、本事業の目的とビジョンについ

て、教育長のお考えを伺います。 

  〔教育長越猪浩樹君登壇〕 

○教育長(越猪浩樹君) 県教育委員会では、児童

生徒の国際対応能力の育成や海外留学の促進に資

するため、まずは教職員の国際的視野を広げるこ

とを目的として、台湾への教職員派遣事業を今年

度新たに実施します。 

 今年秋頃に、小中高など校種の異なる教職員を

30人派遣し、実験高級中学や大学を訪問するとと

もに、日本にゆかりのある歴史や文化を学ぶ研修

なども検討しています。 

 今回訪問予定の一つである新竹の実験高級中学

は、台湾のシリコンバレーとも言われるサイエン

スパークに隣接し、研究者、技術者、海外帰国者

の子女などに国際水準の教育環境を提供すること

で、優秀な人材の台湾への定着を目的とした学校

です。この実験高級中学では、幼稚部から高校ま

で、約110クラス、3,000人が学んでいます。 

 今年度取り組むこととしている国際交流や海外

研修は、教職員の視野を広げ、児童生徒の国際対

応力を育む上で大変意義のある取組であると考え

ています。 

 議員御指摘のとおり、交流や研修を行う際に

は、単に海外の事例から学ぶだけでなく、郷土の

歴史や文化を理解し、郷土への誇りを持った上で

相手と向き合うことが重要です。 

 これまで熊本と台湾の間には、教育を通じた深

い交流の歴史があり、多くの先人たちが台湾の教

育に尽力されました。その功績は、日本の誇るべ

き財産であり、教職員が海外研修に臨む際にも理

解しておくべき重要な視点です。 

 そこで、事前研修では、熊本の先人の台湾に対

する貢献、歴史や文化の理解を深めつつ、台湾の

教育について学ぶ研修を計画しています。 

 現地では、先人が残した功績を肌で感じ、自国

のことに思いを致す貴重な体験となるよう計画す

るとともに、教職員が実験高級中学の理数教育や

国際教育、探究学習の在り方など、日本と異なる

教育を知ることを通じて、今後の本県における教

育の在り方について考える機会といたします。 

 帰国後は、派遣者同士が現地での学びをさらに

深め、オンライン交流や教育旅行の実施など、継

続的な学校間の交流を推進します。 

 本事業を通して、教職員自身が国際感覚を高

め、研修等で学んだことを子供たちに伝えること

で、自国や郷土熊本への誇りと自信を持ったグロ
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ーバル人材の育成に努めてまいります。 

  〔髙井千歳さん登壇〕 

○髙井千歳さん 教育長より御答弁いただきまし

た。 

 教育長からは、郷土の歴史や文化への理解、そ

して熊本の先人たちへの台湾への貢献についても

学びながら、自国や郷土への誇りと自信を持った

グローバル人材を育成していくとの大変心強い答

弁をいただきました。 

 私が今回この質問を取り上げたのは、もちろ

ん、決して台湾との交流に異を唱えるとかそうい

ったことでは全くありません。むしろ、熊本と台

湾との交流がますます深まる今だからこそ、私た

ち自身がしっかりとした軸を持つことが大切だと

考えるからです。 

 かつて我が国は、日の丸半導体と呼ばれるほ

ど、半導体分野において世界を牽引していまし

た。しかし、その後の日米半導体協定や様々な政

策判断の中で競争力を失い、現在では、台湾をは

じめとする海外の力に大きく依存する状況となっ

ています。 

 あのとき、日本も台湾のように国家戦略として

半導体産業を育成していたらと悔やまれる部分も

あります。しかし、今我々が台湾から学ぶべきこ

とは、単なる成功の結果ではなく、その背景にあ

る長期的な国家戦略や人材育成への不断の努力で

はないでしょうか。 

 そして、私たち日本にも、かつて世界をリード

した技術力や人材力がありました。大切なのは、

過去を懐かしむことでも他国を羨むことでもな

く、そこから何を学び、これからの時代をどう切

り開いていくかだと思っております。 

 かつて日本の統治下で教育を受けられた故李登

輝元総統は、日本から多くを学び、その精神性を

高く評価されました。しかし、同時に、台湾は日

本に依存することなく、自らの力で未来を切り開

くべきだという強い信念を持っておられました。 

 私たちもまた、気後れや忖度することなく、イ

コールパートナーシップの精神で、台湾から学ぶ

べきことは学びつつ、それを熊本や日本の未来に

どう生かしていくのかという主体性と気概を持つ

ことが大切ではないでしょうか。 

 だからこそ、子供たちはもちろん、先生方に

も、世界に学ぶ謙虚さも必要ですが、やはり日本

人としての誇りと志を持っていただきたいと思い

ます。 

 今回の台湾派遣研修が、単なる視察や国際交流

にとどまることなく、未来を担う子供たちに自信

と誇りを伝える契機となることを期待して、次の

質問に移ります。 

 次に、外国人への日本語教育や生活ルールの周

知及び国の関係機関との連携強化についてお尋ね

をいたします。 

 近年、県内においても外国人労働者の増加が続

いております。こうした中、私の元にも外国人住

民に関する相談が寄せられるようになってまいり

ました。 

 例えば、近隣の外国人住民からの騒音に悩まさ

れているといった相談や、水源地で洗剤を使って

容器を洗っていたので注意をしたが、何度言って

もやめてくれないと、そういったお声です。 

 もちろん、こうした問題は、外国人の方に限っ

た話ではなく、日本人同士でも起こり得るもので

す。しかしながら、言葉や文化、生活習慣の違い

が背景にあるケースもあり、今後さらに外国の方

が増加していくことを考えれば、トラブルを未然

に防ぐ取組が重要になってきます。 

 このため、トラブル予防の観点からは、日本語

教育の充実や、日本の生活習慣、地域ルール、モ

ラルなどをしっかりと伝えていくことが重要だと
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考えます。 

 これまでは、受入れ企業や関係団体が主体とな

って、日本語教育や生活指導などを行っているケ

ースが多いと承知をしておりますが、本県の令和

８年度当初予算でも計上されているように、国に

よる地域日本語教育総合体制づくり推進補助金を

活用して、今まで開催できていなかった市町村で

も地域日本語教室が開催できるよう、県としてバ

ックアップ体制を整えています。 

 しかしながら、県や市町村では、どの企業にど

れぐらいの外国人の方が働いているのか、あるい

は、どの地域にどれだけ居住しているのかといっ

た情報を十分に把握できていないとのことでし

た。 

 こうした情報は、出入国在留管理庁や労働局な

ど国の機関が保有している一方で、県や市町村に

は共有されていないため、日本語教室や生活ルー

ル講習会などを案内しようとしても、対象者に情

報を届けることが難しく、結果としてＳＮＳや貼

り紙などを活用した周知が中心になっている現状

があります。 

 そのため、市町村主催で地域日本語教室などを

開催しても、なかなか参加者が集まらない地域も

あると伺っております。 

 国は、外国人との共生社会の実現を掲げ、日本

語教育の充実を進めておりますが、県や市町村が

対象者の実態を十分に把握できず、必要な情報を

届けにくい状況が続いているのであれば、制度と

現場の間に課題があると言わざるを得ません。 

 また、市町村における地域日本語教室の中で、

生活ルールの周知を行っているところもあれば、

そうでないところもあると聞いています。県が主

導していく以上、日本語教育だけでなく、その中

でモラル教育なども行っていくよう、市町村に対

し指導していく必要があると考えます。 

 今後、県内における外国人住民のさらなる増加

が見込まれる中、地域住民とのトラブルを未然に

防ぎ、円滑な社会を実現するためには、日本語教

育だけでなく、日本の生活習慣や地域ルール、モ

ラルについて学ぶ機会を充実させることが重要で

す。 

 そこでお尋ねいたします。 

 県として、外国人住民に対する日本語教育や生

活ルールの周知を、今後どのように進めていくの

か、また、その前提となる対象者の把握や情報提

供の充実に向けて、出入国管理庁や労働局など、

国の関係機関との連携強化をどのように進めてい

くお考えなのか、知事公室長に伺います。 

  〔知事公室長府高隆君登壇〕 

○知事公室長(府高隆君) まず、外国人住民に対

する日本語教育や生活ルールの周知についてお答

えします。 

 外国人住民と地域との共生を図るため、県で

は、地域における交流、コミュニケーション促進

の取組として、市町村による地域日本語教室の開

設を支援し、これまでに17の市町村で開設されて

います。また、外国人でも分かりやすい平易な表

現を用いた易しい日本語の普及啓発も進めていま

す。 

 今年度は、次のステップとして、地域日本語教

室が開催されていない市町村において、県で教育

人材育成や生活ルールなども併せて学べる日本語

教室を実施します。 

 また、市町村が開設する地域日本語教室におい

ても、生活ルールなどを取り扱うよう働きかけを

行います。 

 さらに、県の助成により、外国人材雇用事業者

が実施する日本語能力向上研修につきましては、

今年度から、自転車の交通ルールやごみの分別方

法といった生活ルールなどを研修内容に加えるこ
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とを条件とするなど、県、市町村、事業者の取組

をさらに加速してまいります。 

 次に、外国人住民の実態把握等に向けた国の関

係機関との連携強化についてお答えします。 

 外国人住民の情報に関しては、国の出入国在留

管理局は就労状況と居住地、労働局は就労状況、

市町村は居住地の情報をそれぞれ有しており、一

元化されていない状況にあります。そのため、県

としても、外国人住民と地域との共生を図るため

の取組の周知啓発に苦慮しているところです。 

 適切な就労環境の整備や所在の把握には、国、

県、市町村が緊密に一体となった連携体制づくり

が不可欠です。 

 その実現に向けて、昨年度から、出入国在留管

理局や労働局などと意見交換を重ねるとともに、

先日の政府要望において、法務省に対しても協力

を要請しました。 

 引き続き、全ての地域住民が安全、安心に暮ら

せる共生社会の実現に向け、全力で取り組んでま

いります。 

  〔髙井千歳さん登壇〕 

○髙井千歳さん 知事公室長にお答えいただきま

した。 

 生活ルールなども併せて学べる日本語教室を実

施し、市町村の地域日本語教室においても、生活

ルールなどを取り扱うよう働きかけを行うとのこ

とでした。国からの補助金1,600万円と県費1,600

万円をかけて環境づくりを行っていかれると思い

ますので、地域事情に合わせつつも、なるべく全

県的にこの生活ルールも扱っていただけるよう、

県から指導していただけたらと思います。 

 また、就労状況と居住地の情報を持っている出

入国管理庁、就労状況の情報を持っている労働

局、居住地の情報を持っている市町村と情報がば

らばらで、県も把握できていないとのことでした

が、先日の政府要望でも法務省に要望されたとの

ことでした。 

 引き続き、国へ働きかけていただき、県や市町

村もきちんと情報が取れるように要望を続けてい

ただきたいと思います。 

 次に、農業の担い手及び労働力の確保対策につ

いてお尋ねをいたします。 

 本県は、農業産出額が全国６位となる全国有数

の農業県であり、農業は地域経済や雇用を支える

重要な基幹産業でもあります。また、国際情勢が

ますます不安定化する中で、食料自給率の向上を

目指すという点においても、大変重要であること

は言うまでもありません。一方で、本県農業を支

える担い手は、年々減少しており、極めて厳しい

状況に置かれています。 

 2020年農林業センサスによりますと、本県の農

家戸数は約４万8,000戸となっておりますが、

2025年農林業センサスでも、全国、九州ともに農

業経営体の減少傾向が続いており、本県において

も担い手減少への対応は待ったなしの状況です。 

 さらに、基幹的農業従事者の過半数が65歳以上

となっており、今後10年から20年の間に大量離農

の時代を迎えることが懸念されています。 

 こうした状況に対応するため、県では、新規就

農者の育成、確保や親元就農の促進、農業大学校

における人材育成、就農準備資金や経営開始資金

による支援、さらには経営継承の支援など、様々

な施策に取り組んでいただいております。 

 毎年400人前後の新規就農者を確保されている

ことは、大変評価すべき成果であり、本県農業の

将来に向けた重要な投資であると思います。 

 しかしながら、現場の声を聞きますと、新規就

農者や後継者の確保だけでは解決できない課題も

あります。それが農繁期における労働力不足で

す。 
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 これまでは、農繁期の労働力不足を解消するた

め、地縁血縁関係やハローワーク等での求人によ

り、パートやアルバイトを確保してきました。し

かし、例えば、これまでは孫が大学生の間は田植

を手伝ってくれていたけど、就職して熊本にいな

いから今年からもう米づくりはやめないかぬと、

そういったお声や、地縁、血縁だけで農繁期を乗

り越えるのは難しいと、そういったお声も伺いま

す。 

 一方で、大学生や若者の中には、農業に関心を

持つ方も増えており、ＪＡ共済連が、2023年末、

全国の10代から50代の１万人を対象に、農業に関

する意識と実態調査を行った結果、農業未経験者

の23％が農業をやってみたいと回答をしていま

す。中でも、10代から30代の若い世代が軒並み25

％以上の高い興味を示しました。また、学生の約

３割が就農意向を持ち、副業や兼業の意向のある

人で、可能性ありと回答している人が、約43％に

上ることも分かりました。 

 農業現場で安定的に労働力を確保するために

は、週に２～３日ならや副業で休日だけなど、多

様な働き方に柔軟に対応していくことが必要にな

ってきていると思います。 

 現在、短期、単発の仕事をマッチングするデイ

ワークやタイミーといったアプリを利用して、農

業現場においてもスポット的な働き方ができる時

代になってきています。 

 他県では、農家と働き手を短期、単発で結びつ

ける農業版スポットワークの仕組みや、副業人

材、学生、地域住民などの力を活用する取組を積

極的に後押しするところも増えてきています。 

 例えば、山形県では、やまがた農業ぷちワーク

を展開し、１日単位、または時間単位で農業バイ

トをマッチングしています。さらには、県職員の

副業参加まで制度化しており、利用者数も大きく

伸びています。また、愛知県は、農繁期の人手不

足対策として、単発農業バイトの普及を進め、デ

イワークや農Ｈｏｗといったサイトの活用を県が

積極的にＰＲしています。 

 こうした取組は、農家の人手不足解消だけでな

く、農業に関心を持つ人を増やし、将来的な就農

や移住につながる可能性も含んでいると思いま

す。 

 私は、本県においても、新規就農支援や親元就

農支援、経営継承支援に加え、農繁期の労働力確

保までを含めて、一体的な担い手戦略として取り

組んでいかなければ、急激な農業人口の減少に間

に合わないのではないかという懸念を抱いていま

す。 

 そこでお尋ねいたします。 

 本県農業の持続可能性に向けて、新規就農や親

元就農などの担い手確保に加え、農繁期を中心と

した労働力確保について、どのような御認識を持

ち、今後どのように取り組んでいかれるのか、農

林水産部長に伺います。 

  〔農林水産部長深川元樹君登壇〕 

○農林水産部長(深川元樹君) 農業の担い手確保

対策についてお答えいたします。 

 食のみやこ熊本県の創造に向け、本県の基幹産

業である農業を持続的に発展させていくために

は、担い手の確保、育成が喫緊の課題であると認

識しております。 

 知事のリーダーシップの下、県では、就農啓発

から相談、研修、定着に至るまで、国の支援策も

フル活用しながら、関係機関と連携したきめ細か

な伴走支援を展開しております。 

 さらに、引退する農業者の経営資産を次世代の

担い手へ円滑に承継させるマッチング支援にも力

を入れており、特に令和７年度からは、熊本県農

業経営・就農支援センターにおいて、就農、経営
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相談を含めたワンストップでの対応を開始してい

ます。 

 次に、労働力の確保対策についてお答えしま

す。 

 人口減少や半導体関連企業の進出等に伴い、人

材獲得競争が激化しており、農業分野においても

労働力の確保は重要な課題です。 

 このため、県では、農業者に代わり一部の農作

業を担う地域営農組織の育成に加え、外国人材の

確保及び農福連携の推進に取り組んでいるところ

です。 

 外国人材については、受入れ体制を整備すると

ともに、農繁期の異なる中山間地域と平たん地域

の産地間連携を行うなど、選ばれる熊本を目指し

た取組を進めています。 

 農福連携については、農業現場で障害のある方

が活躍できるよう、農業側と福祉側の双方にコー

ディネーターを配置し、障害の特性に応じた作業

工程の細分化や就労条件面の調整など、様々な課

題に対応できる体制を整え、推進を図っていま

す。 

 議員御紹介の短期雇用のマッチングアプリは、

近年、急速に活用が進んでおり、農業団体でも労

働力の確保対策の一環として導入を推進されてい

るところです。 

 また、県でも、６月１日から、スポットワーク

の活用を促進するため、熊本県雇用環境整備協会

による仲介サービス利用手数料の一部助成を開始

したところであり、農業分野も対象となっている

ところです。 

 今後も、本県が全国有数の農業県としてさらな

る発展につながるよう、担い手及び労働力の確保

に向け、引き続き関係機関と一体となって、しっ

かりと取り組んでまいります。 

  〔髙井千歳さん登壇〕 

○髙井千歳さん 農林水産部長に御答弁いただき

ました。 

 農業者確保に向けて、あらゆる取組をされてい

ますし、また、６月１日からスポットワークの活

用を促進するため、熊本県雇用環境整備協会によ

る仲介サービス利用手数料の一部助成を開始した

とのことでした。 

 また、先日、県央広域本部の主要事業説明会の

中で、熊本市とも連携をして、廃校を利用して宿

泊も整えたミカン収穫のスポットワークも検討さ

れているとのことでした。やはり、私の周りの方

々に聞いても、スポット的に農業をやってみたい

という方も結構いらっしゃいますし、農家の方々

に聞いても、やはりこの農繁期の人手確保に頭を

悩ませていらっしゃる方が多くいらっしゃいま

す。 

 県のほうでも、ぜひ、このような農業における

スポットワーク的な働き方もあるんだということ

を、ぜひ周知していただき、まずは農業における

関係人口を増やしていけたらというふうに思いま

す。 

 待ったなしの状況だと思いますので、引き続き

様々な手段で人材確保をしていただきたいとお願

いをいたしまして、最後の要望に入らせていただ

きます。 

 新型コロナ対策及び健康被害に関する検証につ

いて要望をいたします。 

 我が国では、新型コロナ対策が適切であったか

否か、国においてもほとんど検証が行われていな

い状況です。しかし、アメリカのホワイトハウス

は、昨年４月18日、この新型コロナウイルスは自

然発生ではなく、武漢ウイルス研究所からの流出

が極めて高いことや人工ウイルスの可能性もある

ことを、ラボリークという形でホームページ上で

公開、世界中にその衝撃が広がりました。 
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 私の所属する参政党のホームページでも、その

仮訳を公開していますが、例えば、そこには、以

下のようなことが書かれています。 

 このウイルスは、自然界では見られない生物学

的特性を備えているや、ＷＨＯのＣＯＶＩＤ－19

対応は、中国共産党の圧力に屈し、国際的よりも

中国の利益を優先させたことにより失敗に終わっ

た、６フィート、約1.8メートル離れるべきとい

う推奨は、科学的根拠に基づかない恣意的なも

の、マスクがＣＯＶＩＤ－19から米国民を保護す

るという明確な科学的根拠は存在しなかったと。

また、最も深刻なのは、連邦政府が代替治療など

を悪者扱いし、国民の医療選択を強制しようとし

たことであるなどということが、アメリカのホワ

イトハウスのホームページ上で公開をされまし

た。 

 我が党は、国会においても、他国ではこのよう

に当たり前に行われているような新型コロナの検

証を、我が国においてもきちんと行うべきだとい

うことを主張しております。そして、新型コロナ

ワクチン接種についても同様に検証が必要だと主

張をしております。 

 新型コロナワクチン接種事業は、接種開始から

既に５年以上が経過した現在においても、その中

長期的な健康への影響については国民の間に様々

な疑問や不安が残されています。 

 国は、ワクチンの安全性について、現時点で重

大な懸念は認められないと説明をしております

が、その一方で、予防接種健康被害救済制度によ

る認定件数は、過去に例を見ない規模となってい

ます。 

 熊本県内においても、新型コロナワクチン接種

に関わる健康被害救済制度の認定件数は、令和３

年度から令和７年度までで166件、うち死亡は39

件となっています。 

 全国的には、令和８年５月時点で、健康被害の

認定件数は9,477件、うち死亡は1,071件となって

おり、前代未聞の薬害が生じていると言っても過

言ではありません。 

 接種回数が5,000万回を超えた時点で、副反応

疑い報告を比較すると、インフルエンザワクチン

接種後の死亡報告３件に対し、ファイザー社の新

型コロナワクチン接種後の死亡報告が553件であ

り、死亡報告疑い件数でも100倍以上となってお

ります。 

 被害に遭われた御本人や御遺族の苦しみを考え

れば、これらの事実を重く受け止めなければなり

ません。 

 私は、これまでも、県議会において、新型コロ

ナワクチン接種後の健康被害について、国が責任

を持って分析、検証を行うよう、県からも要望す

べきと訴えてまいりました。しかし、残念なが

ら、いまだ国による十分な追跡調査や検証には至

っておりません。 

 本来であれば、接種者と被接種者を比較し、年

齢別、接種回数別、接種後の経過期間別に死亡率

や疾病発生率を分析するなど、科学的かつ客観的

な検証が行われるべきです。 

 自治体が保有する予防接種記録、住民基本台

帳、死亡情報、さらにはレセプト情報などを適切

に匿名化した上で突合、分析すれば、その実施は

十分可能であると考えます。 

 メッセンジャーＲＮＡワクチンについては、国

民の間で不安の声が根強く存在しておりますが、

不安を解消する唯一の方法は、政治的な説明では

なく、客観的なデータに基づく徹底した検証と情

報公開であると考えます。 

 県民の命と健康を守る立場にある熊本県として

も、国に対し、新型コロナワクチン接種後の健康

状態に関する追跡調査の実施と検証を強く求めて
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いただきたいと思います。 

 新型コロナ対策全体の検証も含め、将来同様の

感染症危機が発生した際に、より適切な政策判断

につなげるためにも、国による徹底した検証を改

めて強く要望をいたします。 

 以上で全ての質問と要望が終わりました。 

 ちょっと鼻水が出て、すみません。大変お聞き

苦しい箇所もあったかと思います。大変失礼いた

しました。 

 県民の皆様へ県議会へ押し上げていただき丸３

年がたちました。まだまだ未熟ではございます

が、これからも県民の皆様のお声をしっかりと県

議会で代弁できるよう努めてまいりたいと思いま

す。 

 御清聴いただきまして、誠にありがとうござい

ました。（拍手） 

○副議長(橋口海平君) この際、５分間休憩いた

します。 

午前10時56分休憩 

     ――――――○―――――― 

  午前11時７分開議 

○議長(内野幸喜君) 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 星野愛斗君。 

  〔星野愛斗君登壇〕（拍手） 

○星野愛斗君 皆さん、こんにちは。熊本市第二

選挙区選出の熊本維新の会の星野愛斗です。 

 今回で、早いもので、もう５回目の登壇の機会

をいただきました。緊張し過ぎて、冒頭のメモが

全部吹っ飛んでしまいまして、ちょっと今手元に

なくなってしまいました。まだまだこんなことが

あるということで、日々気をつけなければなと思

っております。 

 ただ、このような機会をいただきまして、議員

各位、それから執行部の皆様におかれましても、

本当に感謝を申し上げたいと思います。この機会

を無駄にしないように、60分精いっぱい質問をさ

せていただきますので、執行部の皆様におかれま

しては、明確な答弁をいただきたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、通告に従いまして、１つ目の質問か

ら始めたいと思います。 

 まず初めに、副首都構想を踏まえた九州広域連

携と熊本県の役割について伺います。 

 令和８年２月定例会において、知事は、副首都

構想について、東京一極集中こそが現在の日本の

最大のリスクであり、首都機能分散による災害時

のバックアップ体制を構築することが必要である

との考えを示されました。 

 また、本県について、東京圏と地理的に離れて

おり、同時被災の可能性が低いこと、陸上自衛隊

西部方面総監部や国の地方機関が立地しているこ

と、さらには半導体産業の集積が進んでいること

などを挙げ、副首都機能を担うに当たって十分な

適地であるとの答弁がありました。 

 私は、この知事の問題意識に強く賛同いたしま

す。東京一極集中は、災害時のリスクであるだけ

でなく、地方の人口減少、若者の流出、地域経済

の停滞にもつながる我が国の構造的な課題であり

ます。副首都構想は、単にどこか一つの都市に看

板を掲げる話ではなく、日本全体の国土構造をど

う変えていくのかという大きな国家戦略として捉

えるべきであります。 

 現在、福岡県では、副首都構想について県とし

て検討を進めるとともに、福岡市、北九州市との

３者で副首都指定を目指す意思確認がなされ、県

が主体となって取組を進める姿勢が示されていま

す。 

 福岡市は九州最大の都市機能を有し、北九州市

は産業基盤を有しています。この動きを熊本県と
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しても他県の話として眺めるのではなく、九州全

体を日本のもう一つの軸にしていく好機として捉

えるべきではないでしょうか。 

 熊本県こそが、福岡を九州の副首都として押し

上げるための強力な推進役となるべきだと考えま

す。 

 もちろん、それは熊本県が福岡の周辺県に甘ん

じるという意味ではありません。福岡が九州の玄

関口、行政、経済の中枢機能を担うのであれば、

熊本は、半導体産業や水資源、食料供給、防災、

自衛隊、国の地方機関、医療、空港から広域交

通、研究開発、人材育成など、国家機能を実体面

で支える第２の中核拠点として位置づけられるべ

きだと考えております。 

 福岡を押し上げることは、熊本が一歩引くこと

ではなく、九州副首都圏の中で熊本の存在感を高

めるための戦略であります。 

 現在、本県では、くまもとサイエンスパークの

取組が進められ、半導体関連産業の集積も進んで

います。また、豊かな地下水を有し、農業県とし

て食料供給能力もあります。陸上自衛隊西部方面

総監部や国の地方機関も所在しており、災害時の

広域的な対応拠点としての可能性もあります。さ

らに、熊本空港や中九州横断道路など、九州中央

部に位置する本県の地理的条件を生かせば、福

岡、北九州と連携しながら、九州全体の東西軸、

南北軸を支える役割を担うこともできます。 

 しかし、こうした熊本の強みは、県が自ら整理

し、言語化し、福岡県や九州各県、そして国に対

して示していかなければ、九州全体のこの副首都

構想の中に十分に組み込まれないおそれがありま

す。 

 そのためには、産業や交通、防災、水資源、農

業、医療、教育、研究、人材育成など、個別部局

ごとの取組を単に並べるのではなく、熊本県が九

州全体の中でどの機能を担うのかという観点か

ら、部局横断で本県の役割を整理していく必要が

あります。 

 国の制度設計が固まってから対応するのではな

く、制度設計が進む今の段階から、熊本県とし

て、九州全体の副首都機能の中で何を担うのかを

明確にしていく必要があるのではないでしょう

か。 

 そこで、知事にお尋ねします。 

 福岡県が福岡市、北九州市と連携し、副首都指

定を目指す動きを進める中、熊本県としても、こ

れを他県の動きとして傍観するのではなく、福岡

を九州副首都圏の中枢として押し上げながら、熊

本をその第２の中核拠点として明確に位置づけて

いくべきと考えます。 

 国の議論を注視する段階にとどまらず、熊本県

が担い得る役割を整理し、福岡県や九州各県、さ

らには国に対し、九州全体で国家機能を分散、補

完する構想を提案していくことが熊本県として重

要と考えますが、知事の見解をお尋ねします。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) 星野議員から、副首都構想を

踏まえた九州広域連携と熊本県の役割について御

質問をいただきました。 

 議員御紹介のとおり、私は、東京一極集中こそ

が我が国の最大のリスクであると考えており、副

首都構想は積極的に推進すべきものと考えており

ます。 

 九州地方は、東京圏からも地理的に離れてお

り、同時被災の可能性は低いと考えられます。さ

らに、副首都構想で想定される新たな経済圏の創

出という観点からは、自動車や半導体産業を中心

とした産業集積の進展に加え、東アジアに近いと

いう地理的な優位性から、国際ビジネス拠点とし

ての可能性を九州は有しておりまして、副首都に
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適した地域であると考えております。 

 先般、福岡県が福岡市、北九州市とともに、副

首都の指定を目指すと表明されました。 

 福岡県は、日本海側に位置しており、南海トラ

フ地震の被害が比較的小さいと想定されておりま

す。さらに、九州全体の約４割を占める人口と多

様な産業基盤に加え、交通、経済、行政の結節点

としての機能を有しており、十分副首都の役割を

担うことができる地域であります。 

 また、福岡県が副首都に指定されることによ

り、首都機能とともに政府機関の地方移転が進

み、企業や大学の地方展開、さらには東京から九

州への大きな人の流れが生じ、我が国の最大リス

クである東京一極集中の打破につながるものと考

えております。 

 このため、私は、福岡県が副首都に指定される

よう全面的に応援したいと考えております。 

 福岡県が副首都に指定された場合、熊本県は、

陸上自衛隊西部方面総監部のほか、多数の国の地

方機関が立地し、広域災害時の地方拠点としても

既に位置づけられていることから、副首都の行政

機能をしっかり補完する役割を熊本県が担うこと

になると考えております。 

 さらに、新生シリコンアイランド九州の実現に

向けて、副首都と一体で取り組むことにより、経

済効果を九州全体へより強力に波及させることも

期待できると考えております。 

 議員御指摘の熊本県としての役割については、

これまでも、九州地方知事会議や九州各県の知事

と経済界トップが集う九州地域戦略会議などにお

いて、九州は一つという理念の下、官民一体とな

って、九州独自の発展戦略の研究や具体的施策の

推進に、熊本県が積極的に発言してきたところで

ございます。 

 副首都を福岡、そして九州にという新たな目標

を、九州各県の知事、経済界とともに共有し、国

における副首都構想の議論も踏まえながら、さら

なる九州全体の発展、そして、ひいては日本の成

長につなげるよう、熊本県として九州各県と連携

した取組を積極的にリードしてまいりたいと思い

ます。 

 以上です。 

  〔星野愛斗君登壇〕 

○星野愛斗君 知事から、福岡県の副首都指定を

全面的に応援し、熊本としても九州各県と連携し

た取組を積極的にリードしていくとの大変前向き

な御答弁をいただきました。 

 御答弁にありましたとおり、これまでも、九州

は一つという理念の下、九州知事会議や九州地域

戦略会議などを通じて、広域連携に向けた取組を

積み重ねてこられました。 

 ただ、今回の副首都構想で求められるのは、従

来の広域連携にとどまらず、九州の中でどの地域

がどの国家機能を担うのかを具体化することだと

考えます。 

 福岡を九州副首都圏の中枢として押し上げるの

であれば、熊本は、その周辺ではなく、具体的に

半導体や水、食料、防災などを担う第２の中核と

して、構想の中に明確に位置づけられるべきで

す。 

 国では、副首都法案について、今国会中の成立

を目指す動きがありますが、制度設計をめぐる調

整はなお続いております。だからこそ、制度が固

まってから対応するのではなく、議論が動いてい

る今の段階から、熊本県が率先して自らの役割を

整理し、福岡県や九州各県と共有していくべきだ

と思います。 

 九州は一つという理念を、副首都を前提とした

具体的な役割分担と国への共同提案へと高めてい

くためにも、熊本県がその先頭に立っていただく
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ことを強く求めまして、次の質問に移ります。 

 次に、県内企業の成長につながる産学連携の強

化について伺います。 

 令和３年のＴＳＭＣの本県への進出決定以降、

熊本では半導体関連産業の集積が進み、先端技術

や産学連携に対する機運が高まっています。 

 特に、本年２月には、ＴＳＭＣ側から、ＪＡＳ

Ｍ第２工場において、３ナノメートルの先端半導

体を製造する計画が示され、ＡＩ、ロボティク

ス、自動運転など、今後の成長分野を支える先端

半導体の製造拠点として、本県への期待が非常に

大きくなっています。 

 このような先端分野の科学技術は、まさに日進

月歩で進化しています。こうした分野で民間企業

が付加価値を高めていくためには、自社内の技術

開発だけに閉じるのではなく、大学や研究機関が

有する高度な知見を積極的に取り込んでいくこと

が必要です。 

 しかしながら、これまで我が国の多くの民間企

業は、自社のみで研究開発を担う、いわゆる自前

主義に陥りがちであり、外部の知見を十分に活用

できなかったことが、高い付加価値を生み出す製

品やサービスの開発を遅らせた一因とも指摘され

てきました。だからこそ、地域の大学、研究機

関、企業が連携し、企業の課題を研究開発につな

げ、イノベーションを生み出していく産学連携が

重要であると考えます。 

 ＴＳＭＣの進出については、渋滞や地下水への

影響など、課題面に注目が集まることも多い状況

です。もちろん、そうした課題に正面から向き合

うことは不可欠です。 

 一方で、ＴＳＭＣ進出を契機とした先端産業集

積の流れを県内企業の成長や新たな技術開発につ

なげていくことも重要です。産学連携を一歩踏み

込んで推進することで、ポジティブな波及効果を

生み出し、県経済の浮揚につなげていくべきでは

ないでしょうか。 

 内視鏡やうまみ調味料の味の素、それから自動

改札、これらは、いずれも生活に欠かすことので

きない製品ですが、この共通点は、いずれも企業

と大学の産学連携によって生まれたものであると

いうことです。 

 産学連携は、良質な雇用の受皿となる稼げる企

業を生み出すだけでなく、日々の我々の暮らしを

豊かにします。そうしたイノベーションが次々に

熊本発で生まれていく、そのような未来をつくっ

ていくことが重要ではないでしょうか。 

 国外に目を向けると、産学連携が最も進んでい

る国の一つがドイツであります。私は、本年３

月、海外視察でドイツを訪問する中で、同国のフ

ラウンホーファー型の産学連携に強い関心を持ち

ました。 

 フラウンホーファーは、ドイツ各地に70を超え

る研究所、研究ユニットを有する応用研究機関で

あり、半導体、エネルギー、材料技術、交通イン

フラ、医療等々、各研究所で実に多様な企業との

共同研究を行っています。フラウンホーファー

は、新製品の開発や製造プロセスの改善など、民

間企業の困り事を解決するために、中小企業を含

む企業と一緒に研究を行っています。 

 このように、民間企業に開かれた研究機構、こ

れを熊本にも実装していく必要があると考えま

す。 

 また、このフラウンホーファーのような姿を目

指して、我が国の中で精力的に活動しているの

が、国立研究開発法人の産業技術総合研究所、い

わゆる産総研です。 

 産総研では、全国数か所で、大学と連携して企

業の困り事を解決するブリッジ・イノベーショ

ン・ラボラトリという取組が進んでいます。 
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 例えば、伝統的に繊維産業が盛んな石川県で

は、産総研と金沢工業大学が連携し、複合材料分

野でのブリッジ・イノベーション・ラボラトリが

立ち上げられました。フラウンホーファーも、こ

の取組に共鳴し、日本初の拠点を金沢工業大学に

置くなど、国境を越え、グローバルに高度な産学

連携が進んでいます。 

 一方で、県内での産学連携の進捗状況は、まだ

道半ばにあります。 

 産学連携は、今後、中小企業を含めたあらゆる

企業の必修科目としていく必要があると思いま

す。しかし、現実には、多くの県内企業にとっ

て、大学や研究機関にどのような技術シーズがあ

るのか分かりにくい、どこに相談すればよいのか

分からない、共同研究に必要な人材や資金を確保

しにくいといった課題があり、産学連携の敷居は

なお高い状況にあります。 

 現在、県では、くまもとサイエンスパークの整

備を進めていると承知しています。こうした拠点

整備を、単なる施設整備や研究機関の誘致にとど

めるのではなく、県内大学、研究機関、地場企業

をつなぎ、企業の技術課題を受け止め、共同研究

から事業化まで伴走する機能として実装していく

ことが重要だと考えます。 

 そこで、商工労働部長に伺います。 

 県として、フラウンホーファーのような民間企

業に開かれた応用研究の仕組みを参考にしなが

ら、くまもとサイエンスパークや現在進めている

産学連携施策の中で、県内大学、研究機関、地場

企業を結びつけ、研究開発から事業化までを支援

する機能をどのように実装していくのか、お尋ね

します。 

 また、その成果を、単なる相談件数やマッチン

グ件数にとどめず、県内企業の成長に直結するよ

うな成果指標で把握していく考えはあるか、併せ

てお伺いします。 

  〔商工労働部長上田哲也君登壇〕 

○商工労働部長(上田哲也君) 議員御指摘のとお

り、産学連携によるイノベーションの創出は大変

重要であると認識をしております。 

 本県では、半導体企業や半導体を使うユーザー

企業、大学、研究機関などが集積するくまもとサ

イエンスパークの具現化を進めており、その中核

施設として、本年５月から、イノベーション創発

エリアの整備が進められています。この施設で

は、大学、研究機関と企業の効果的な共同研究等

による新たな挑戦を促進することを目指してお

り、フラウンホーファーなどの国内外の優良事例

をしっかりと踏まえて、その機能について検討を

進めてまいります。 

 大学と企業の共同研究に既に取り組まれている

例としては、県が熊本大学と県内企業等の産学連

携を支援し、複数の半導体チップを垂直方向に重

ね合わせて高性能化を図る３次元積層実装技術の

確立に取り組まれています。この技術の実現に向

け、これまで要素ごとに10のプロジェクトに分け

て共同研究が進められており、試作品の開発が進

むなど、各プロジェクトで具体的な進捗が見え始

めています。 

 このような産学連携の取組を県内で一層強化す

るため、今年度から新たに、くまもと産学連携等

イノベーション推進事業として、大学と企業の双

方を支援しています。 

 まず、大学側の体制整備としては、大学に蓄積

されたノウハウを企業目線でまとめた研究開発・

技術シーズ集を企業に提供するとともに、企業訪

問等を通じてお互いのニーズをマッチングするコ

ーディネーターを登用いたします。あわせて、県

内企業に対しては、新たに産学連携の取組を行う

際の研究開発や人材育成等を支援してまいりま
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す。 

 こうした事業を先行的な取組として展開しなが

ら、産学双方の意識の変革を図り、将来の成長可

能性を高めてまいります。 

 そして、これらの産学連携の取組などを進める

ことで、熊本県産業成長ビジョンに掲げた目標で

ある令和12年の名目値での県内総生産８兆円とい

う成果目標の達成を目指してまいります。 

 県としては、大学等との連携を着実に成長に結

びつけたＴＳＭＣの例にも学びながら、県内の産

学連携の取組を強化することで、持続可能な県経

済の成長を図ってまいります。 

  〔星野愛斗君登壇〕 

○星野愛斗君 商工労働部長より御答弁いただき

ました。 

 くまもとサイエンスパークやイノベーション創

発エリア、また、今年度からの新たな産学連携支

援事業について、前向きな御答弁をいただきまし

た。 

 特に、大学の技術シーズを企業目線で整理し、

コーディネーターを登用し大学と企業をつないで

いく取組は、これからの熊本にとって大変重要な

仕組みだと受け止めています。 

 一方で、産学連携は、制度をつくっただけ、マ

ッチングの場を設けただけで、すぐに成果が出る

ものではないとも思います。実際には、企業側が

自社の課題をうまく言語化できなかったり、大学

側の研究成果がそのまま事業化につながるとは限

らなかったり、共同研究に必要な人材や資金を継

続的に確保する難しさもあると思います。 

 だからこそ、最初の段階から、相談件数やマッ

チング件数だけを見るのではなく、共同研究、事

業化、売上げ向上、雇用創出など、県内企業の成

長にどう結びつけたいのかという視点を持って進

めていただきたいと思っています。 

 くまもとサイエンスパークを単なる施設整備に

とどめず、県内企業が実際に使える、挑戦でき

る、そして成長につなげられる産学連携の拠点と

して育てていただくことを要望し、次の質問に移

ります。 

 次に、熊本都市圏における公共交通の再構築に

ついて伺います。 

 昨年12月の一般質問では、公共交通への利用転

換を進めるための高頻度な運行サービスの確保と

交通連合のような枠組みの必要性についてお尋ね

しました。執行部からは、日中もダイヤを意識せ

ずに移動できる高い水準を目指すこと、そして利

便性の高い運行の実現には交通連合が有効である

との答弁をいただきました。 

 その後、本年３月に策定された熊本県地域公共

交通計画では「公共交通分担率・利用者数「２

倍」」や「交通空白地の数「０」」が10年後の目標

として掲げられ、都市圏幹線のサービス水準を５

年で1.3倍以上に引き上げることも明示されまし

た。また、交通連合の創設に向けて検討を進める

ことも示されました。 

 こうした方向性は、全国的に見ても先進的なも

のであり、高く評価できますが、計画策定だけで

満足してはなりません。県民の移動の形を変え、

渋滞を解消するため、計画の内容を速やかに実行

してほしいと考えます。 

 先般、公共交通施策の先進事例を学ぶため、ド

イツを視察してまいりました。またドイツですみ

ません。 

 ドイツでは、都市圏ごとに交通連合が組織さ

れ、行政が十分な財政負担を担い、利便性の高い

サービスが提供されています。鉄道、路面電車、

バスなど、あらゆる交通モードが一元管理され、

調整されたダイヤと共通運賃制度によって、交通

モードの違いや交通事業者間の垣根を意識せずに
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利用できます。改札がなく、物理的、時間的な抵

抗を感じさせない信用乗車の仕組みも印象的でし

た。 

 一方で、ドイツのように長年の積み重ねで完成

された制度を熊本にそのまま取り入れることは容

易ではありません。むしろ、東欧スロバキアのよ

うに21世紀に入ってから地域単位で統合交通シス

テムを立ち上げた事例が、熊本が交通連合を具体

化する上で参考になります。首都のあるブラチス

ラバ県や東部スロバキアでは、鉄道、バス、都市

交通を共通の運賃体系の下で段階的に統合してき

ましたが、こうした変革の過程を学ぶことも重要

です。 

 熊本では、令和３年に路線バス５社による全国

初の共同経営を開始し、路線再編やダイヤの最適

化などに取り組んできました。しかし、慢性的な

赤字や運転士不足の深刻化による減便や路線廃止

などが進み、利便性の低下が強く危惧されていま

す。 

 私が生活圏とする熊本都市圏南西部について

も、路線バスの本数は少なく、運転士不足でさら

に減便する路線が生じるなど、不便さを感じると

いった声も耳にします。鉄道については、南北に

ＪＲ鹿児島本線が通り、西熊本駅や川尻駅のほ

か、熊本電鉄と接続する上熊本駅などがあります

が、１時間に２～３本程度のダイヤであり、二次

交通も十分ではないため、利便性が高いとまでは

言えません。 

 近年は、豊肥本線沿線や空港アクセスへの関心

が高まっていますが、熊本都市圏全体の公共交通

ネットワークを強化するのならば、鹿児島本線沿

線、特に熊本駅を挟んだ上熊本駅や西熊本駅、ま

た、川尻駅方面についても、熊本市中心部と県南

方面を結ぶ重要な交通軸として位置づけ、バス、

自転車、パーク・アンド・ライド、駅周辺のまち

づくりと連動させながら、公共交通への転換を促

す必要があると考えます。 

 こうした海外の事例や熊本の現状を踏まえ、私

からの提案です。 

 ＪＲ鹿児島本線、豊肥本線、熊本電鉄、市電、

そして路線バス等を、熊本都市圏の幹線公共交通

ネットワークという一体のものとして捉え、増

便、増結、等間隔ダイヤ、駅や電停、主要バス停

での乗り継ぎの改善、共通チケットや乗り継ぎ割

引、リアルタイム情報提供などを組み合わせて強

化をするべきです。 

 そして、交通連合の検討に当たっては、都市圏

の主要な交通軸を対象に、運賃、ダイヤ、乗り継

ぎ、決済、情報提供を一体的に調整する先行実証

から始め、都市圏幹線のサービス水準向上へスム

ーズにつなげていただきたいと考えます。 

 そこで質問です。 

 まず、交通連合の創設に向けた検討について、

制度設計、財源確保、関係者間の合意形成、先行

実証など、どう検討を進め、いかなる役割を持つ

組織として具体化するのか、伺います。 

 次に、熊本県地域公共交通計画に掲げられた都

市圏幹線のサービス水準向上について、主要な交

通軸ごとの現状と目標をどう整理し、どの方面か

ら優先的に取り組んでいくのか、伺います。 

 特に、鹿児島本線や熊本電鉄などの鉄道につい

て、輸送力の強化や駅から目的地までの二次交通

の利便性向上にどのように取り組んでいかれるの

かも伺います。 

  〔企画振興部長富永隼行君登壇〕 

○企画振興部長(富永隼行君) 熊本都市圏におけ

る公共交通の再構築について、まず、交通連合の

創設に向けた検討についてお答えします。 

 議員御紹介のとおり、ドイツやフランスなど欧

州では、交通事業者と自治体による共同経営組織
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が設置され、高頻度の運行や分かりやすい運賃体

系、シームレスな乗換えなど、利便性の高い公共

交通が提供されています。 

 本年３月に策定した熊本県地域公共交通計画で

は、これらの事例も参考に、運賃体系や運行ダイ

ヤの統一による利便性向上や異なる交通モード間

におけるダウンサイジング等の推進を掲げてお

り、さらには効率的で利便性の高い運行の実現に

取り組むマネジメント組織の創設に向けた検討を

行うこととしています。 

 そのような中、本年３月に開催した県や熊本

市、交通事業者で構成する第４回熊本地域公共交

通の再構築検討会では、新たなマネジメント組織

となる熊本交通機構の創設を目指し、検討協議会

を設立することになりました。 

 熊本交通機構の創設に向けては、バスとタクシ

ーなどの異なる交通モード間での連携が何よりも

重要です。 

 そのため、利用者が少ない路線バスについて

は、ダウンサイジングをした上で、その路線をタ

クシー事業者が担うなど、交通事業者の連携によ

る効率的な運行を推進することとしており、今定

例会に関連する予算を提案しています。 

 こうした他の交通モードとの連携による効率的

かつ効果的な取組を進めつつ、制度設計や財源確

保、関係者間の合意形成など、公共交通全体で運

行サービスの最適化等を目指す熊本交通機構の創

設に向けて議論してまいります。 

 次に、都市圏幹線のサービス水準向上について

お答えします。 

 鉄道や路線バスなどの都市圏幹線は、通勤や通

学、観光を支える基幹交通であり、都市機能の維

持や地域の移動手段として極めて重要な社会イン

フラです。 

 そのため、熊本県地域公共交通計画において、

交通モードごとの現状や運行回数の基準の考え方

を整理し、都市圏幹線全体で1.3倍以上の走行距

離を目指すことを目標に、輸送力強化を図ること

としています。 

 その中でも、人口増加や半導体企業の集積が進

む都市圏北東部の交通渋滞が喫緊の課題であるこ

とから、ＪＲ豊肥本線の輸送力強化に優先的に取

り組むこととしています。 

 本年３月には、県、沿線自治体で構成する第２

回ＪＲ豊肥本線輸送力強化促進協議会で、ＪＲ豊

肥本線と空港アクセス鉄道を軸とした基幹的な公

共交通ネットワークが実現する地域の10年後の姿

などをお示ししました。 

 今後、沿線自治体やＪＲ九州等と連携しなが

ら、将来像の実現に向け、取組を進めてまいりま

す。 

 また、議員御指摘のＪＲ鹿児島本線や熊本電鉄

は、都市圏の移動を支える軸であり、その輸送力

の強化は、渋滞対策の観点からも重要です。 

 そのため、ＪＲ鹿児島本線も含めた県内路線に

ついては、昨年度の計画策定段階でＪＲ九州と輸

送力強化について協議を実施しました。 

 引き続き、運行本数の増加などについて、ＪＲ

九州にしっかりと要望してまいります。 

 また、熊本電鉄については、熊本市、合志市、

熊本電鉄等で構成する上熊本駅における交通結節

機能強化に向けた協議会が設置されています。県

は、この協議会の専門部会に参画しており、熊本

電鉄の機能強化についても、しっかりと議論を進

めてまいります。 

 これらの鉄道の輸送力強化に加えて、駅から目

的地までを結ぶ二次交通の整備は重要です。 

 二次交通の課題を解決するためには、それぞれ

の地域において抱える課題や現状が異なることか

ら、地元市町村と交通事業者の連携した取組が必
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要不可欠です。 

 そのため、県では、今年度、二次交通の強化を

目指し、市町村と交通事業者が連携した公共交通

の供給力強化や利便性向上の取組に対して支援す

ることとしています。 

 県としては、公共交通全体の新たなマネジメン

ト組織の議論を深めるとともに、都市部における

公共交通の利便性向上について、市町村や関係者

と連携しながら進めてまいります。 

  〔星野愛斗君登壇〕 

○星野愛斗君 企画振興部長に御答弁いただきま

した。 

 熊本交通機構の創設を目指し、検討協議会の設

立や交通モード間の連携に向けた取組を進めてい

ただくとのことであり、公共交通を事業者任せに

せず、県全体でマネジメントしていくための大変

重要な一歩であると受け止めました。 

 一方で、現在の公共交通は、基本的には各交通

事業者の独立採算を前提として成り立っていま

す。しかし、この仕組みのままでは、利用者の少

ない地域ほど減便や路線廃止が進み、結果とし

て、地方部の公共交通はさらに厳しくなっていく

のではないかと危惧しています。 

 公共交通は、単なる民間サービスではなく、通

勤通学、通院や買物など、県民生活を支える社会

基盤であります。だからこそ、今後は、県や市町

村が地域に必要なサービス水準を明確にし、その

維持に必要な財源を確保し、交通事業者へ適切に

配分していく仕組みへと発展させていく必要があ

ると考えます。 

 熊本交通機構についても、単なる協議や調整の

場にとどまるのではなく、将来的には、運賃、ダ

イヤ、路線、乗り継ぎ、情報提供に加え、財源の

確保や配分も含めて、公共交通全体を実効的にマ

ネジメントできる組織となるよう、制度設計を進

めていただくことを要望します。 

 また、豊肥本線の輸送力強化はもちろん重要で

ありますが、鹿児島本線や熊本電鉄、駅からの二

次交通についても御答弁いただきましたが、ぜ

ひ、熊本都市圏全体の幹線公共交通ネットワーク

の一部として、しっかり位置づけて取り組んでい

ただきたいと思います。 

 さらに、その際、駅や電停、主要バス停から目

的地まで移動をどう確保するかという視点も重要

です。バスやタクシーとの連携に加え、自転車は

公共交通を補完する有効な移動手段であり、駐輪

環境や安全な走行環境の整備も含めて、公共交通

への利用転換を後押しする取組を進めていただく

ことを併せて要望いたしまして、次の質問に移り

ます。 

 次に、地域資源と国産技術を生かした再エネ政

策についてお尋ねします。 

 本県は、2030年度に県内電力消費量に対する再

生可能エネルギー発電量の割合50％を目指してお

ります。これまで太陽光発電が再エネ導入を大き

く牽引してきましたが、一方で、送電線容量、出

力制御、景観、防災、将来のパネル廃棄といった

課題も顕在化しております。 

 昨年12月議会においても、太陽光発電に伴う自

然環境への影響、ＦＩＴ終了後のパネル放置、撤

去費用の不足、リサイクル体制などについて議論

があり、県としても、太陽光ＦＩＴ後のパネル等

放置ゼロ対策を熊本モデルとして取りまとめる方

向性が示されました。 

 私は、この取組は大変重要であると考えており

ます。ただし、再エネ政策は、既に設置された太

陽光パネルをどう撤去し、リサイクルするかとい

う後始末だけでなく、今後どのような再エネを、

どの地域にどのような設備と管理体制で導入して

いくのかという政策の質が問われる段階に入って
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いるのではないでしょうか。 

 その観点から、従来型の太陽光発電、とりわけ

大規模なメガソーラーへの偏りを補完する再エネ

として、まず注目すべきは、地熱、温泉熱だと考

えます。 

 地熱発電は、太陽光のように天候や昼夜に左右

されにくい安定的な再エネであり、阿蘇地域を中

心とする本県の地域資源でもあります。実際に小

国町では、近年、複数の地熱発電所が稼働し、地

域共生型の再エネとしての可能性が見え始めてお

ります。 

 一方で、地熱発電は、単に開発を進めればよい

というものではありません。温泉資源への影響、

観光や景観との調和、文化財や自然環境への配

慮、防災上の課題、そして地域との合意形成が不

可欠です。したがって、開発ありきではなく、温

泉資源の保全と地域合意を前提に、発電だけでな

く、熱を農業、養殖、観光、公共施設などに活用

し、地域経済への還元まで含めて考えるべきであ

ります。 

 さらに、今後の太陽光発電についても、郊外型

メガソーラー偏重から、公共施設や工場等の屋

根、壁面など、既存の建築物を有効活用する形へ

転換していく必要があります。 

 その中で特に重要なのが、ペロブスカイト太陽

電池であります。 

 ペロブスカイト太陽電池は、軽量で柔軟性があ

り、これまで太陽光パネルの設置が難しかった屋

根や壁面にも設置できる可能性がある次世代技術

です。しかも、日本発の日本で生まれた技術であ

り、国内技術や国内産業の育成、さらには経済安

全保障の観点からも重要な意味を持つと考えま

す。 

 加えて、今後は、再エネ設備の安全性について

も新たな視点が必要です。太陽光パネルだけでな

く、パワーコンディショナー、蓄電池、遠隔監視

装置、制御システムなどには、通信機能やソフト

ウエア更新機能を有するものもあります。つま

り、再エネ設備は、単なる発電装置ではなく、外

部とネットワークでつながる機器でもあります。 

 再エネ設備が地域の電力供給を支える重要イン

フラの一部となる以上、価格や発電効率だけでな

く、不正アクセスを受けないか、データが適切に

管理されるか、遠隔操作に不安はないか、保守部

品が安定して供給されるか、どの国の企業の技術

に依存しているのかといった観点も重視しなけれ

ばなりません。 

 安価な設備を大量に導入するだけでは、将来の

撤去費用、リサイクル、保守管理、さらには経済

安全保障上のリスクを後世に残すことになりかね

ません。だからこそ、地域資源を生かした地熱、

温泉熱や日本発の技術であるペロブスカイト太陽

電池のような地域資源と国内技術を生かした再エ

ネを戦略的に位置づける必要があると考えます。 

 そこでお尋ねします。 

 県として、従来型の太陽光発電とりわけ大規模

メガソーラーへの偏りを補完する再生可能エネル

ギーとして、地域資源を生かした地熱、温泉熱、

そして国産の次世代技術であるペロブスカイト太

陽電池を今後の再エネ政策の中でどのように位置

づけていくのか、また、自然環境との調和、地域

への還元、国内技術の活用、経済安全保障上の観

点も踏まえ、本県としてどのように導入を後押し

していくのか、商工労働部長にお尋ねします。 

  〔商工労働部長上田哲也君登壇〕  

○商工労働部長(上田哲也君) 第２次熊本県総合

エネルギー計画では、県内電力消費量に対する再

生可能エネルギー発電量の割合を2030年度までに

50％とする目標を掲げています。 

 この目標達成のためには、再生可能エネルギー
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の導入を促進する必要がありますが、一方で熊本

の豊かな自然環境を守ることも重要と考えていま

す。 

 議員御紹介の地熱、温泉熱発電は、大規模な太

陽光発電と比べ、景観や自然環境への影響が少な

いベースロード電源です。また、国産技術である

ペロブスカイト太陽電池は、市街地などの電力使

用量が多い場所でも設置できることから、結果と

して郊外の大規模開発が抑制され、景観や環境の

保全にもつながることが期待されます。 

 このようなことから、本県では、大規模な太陽

光発電については適地誘導を図るとともに、地熱

発電の導入促進、ペロブスカイト太陽電池等の自

家消費型の再エネの普及拡大に取り組んでいま

す。 

 県のエネルギー計画では、地熱、温泉熱発電に

ついては、2030年度に出力40メガワットを目標と

している中、本年４月に小国町で県内最大のわい

た第２地熱発電所が竣工し、現在、約15メガワッ

トまで導入が進んだところです。 

 今後も、発電事業者が自然環境を保全し、地域

と共生しながら開発が進められるよう、町や村の

地熱資源活用に関する審議会などに県も参画する

など、県としても助言や地元関係者との調整等の

支援を行ってまいります。 

 次に、ペロブスカイト太陽電池については、国

の次世代型太陽電池戦略において、2030年度まで

にギガワット級の生産体制構築を目指すこととさ

れております。 

 このため、本県では、今年度、関心がある事業

者を中心とした推進会議を開催し、国の施策の動

向や製造メーカーの情報を共有することで、その

設置やメンテナンスに関する知見を深めたいと考

えています。あわせて、県有施設での実証につい

ても検討を進めています。 

 今後も、地球環境だけでなく本県の豊かな自然

環境も未来に残せるよう、2050年県内ＣＯ2排出

実質ゼロに向けて取組を進めてまいります。 

  〔星野愛斗君登壇〕 

○星野愛斗君 商工労働部長に御答弁いただきま

した。 

 地熱、温泉熱について、地域と共生しながら導

入を支援していくこと、また、ペロブスカイト太

陽電池について、推進会議の開催や県有施設での

実証を検討されるとのことで、前向きな御答弁を

いただいたと思っております。 

 再エネは、ただ発電量を増やせばよいという段

階から、どの地域資源を生かし、どの技術を選

び、地域にどう還元していくかが問われる段階に

入っていると思います。 

 その意味で、地熱、温泉熱については、温泉資

源や地域合意に十分配慮しながら、発電だけでな

く、熱利用や地域経済への還元まで含めた取組と

して進めていただきたいと思います。 

 また、ペロブスカイト太陽電池については、日

本で生まれた技術であり、自然環境への負荷を抑

えながら、国内技術や国内産業の育成にもつなが

る可能性があります。県有施設での実証について

は、ぜひ具体的に前へ進めていただきたいと思い

ます。 

 一方で、私が特に申し上げたかったのは、単に

新しい技術を導入するということだけではありま

せん。再エネ設備が地域の電力供給を支える重要

インフラとなっていく中で、どの国の企業の技術

に依存するのか、通信機能やデータ管理に不安は

ないのかという視点も極めて重要だということで

す。 

 今後、県有施設や公共性の高い施設に再エネ設

備を導入する際には、価格や発電効率だけでな

く、通信機能の安全性、データ管理、保守部品の
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供給、サプライチェーンの透明性、国内技術の活

用といった観点も重視していただきたいと思いま

す。 

 再エネを進めることは大切です。しかし、将来

に不安を残す導入であってはなりませんので、地

域資源を生かし、国内技術を育て、安全で信頼で

きる再エネ政策となるよう、引き続き取り組んで

いただくことを要望し、次の質問に移ります。 

 最後の質問です。 

 郷土の偉人を活かした文化観光への展開につい

て伺います。 

 昨年６月の定例会においても、郷土愛を育む教

育や熊本ゆかりの人物、出来事を学校教育でどの

ように扱うかについての質問がございました。 

 これに対し、教育長からは、道徳教育用郷土資

料「熊本の心」の活用や、学習指導要領に基づく

小学校、中学校、高等学校での取組、さらには熊

本ゆかりの偉人や地域文化について、情報収集、

調査研究を進める旨の答弁がありました。 

 こうした教育現場での取組は、子供たちが熊本

の歴史や人物を学び、郷土への理解や愛着を深め

る上で大変重要であり、これまでの取組には敬意

を表しております。 

 その上で、私が今回伺いたいのは、学校教育の

中でどう扱うかという点ではなく、教育庁のそう

した取組を土台としながら、観光文化部として、

熊本の偉人たちの功績やゆかりの地を、文化観

光、地域周遊、県外発信へどのようにつなげてい

くかという点であります。 

 熊本には、横井小楠や井上毅、元田永孚、北里

柴三郎をはじめとして、近代日本の政治、教育、

制度設計、医学、公衆衛生など、様々な分野で大

きな足跡を残した偉人が数多くいます。また、県

内各地には、そうした偉人にゆかりのある史跡、

資料館、記念館、地域に伝わる物語など、磨き上

げるべき文化資源が残されています。 

 佐賀県では、江藤新平復権プロジェクトなどを

通じて、郷土の偉人の功績を、歴史館での展示や

図書館資料の活用、学校教育、観光、情報発信へ

と幅広くつなげる取組が進められています。熊本

県がそのまま同じことを行うべきだという話では

ありませんが、郷土の歴史や偉人を県民の誇りや

地域の物語として発信する姿勢は、本県において

も参考になるものと考えます。 

 観光文化部が設置されたことにより、文化を観

光に生かし、地域の魅力として発信していく視点

は、今後ますます重要になります。偉人の名前や

功績を紹介するだけでなく、その人物が生きた時

代背景、現代につながる意義、ゆかりの地、地域

に残る物語をつなぎ、県内外の方が実際に訪れ、

学び、感じられる文化観光のコンテンツとして磨

き上げていくべきではないでしょうか。 

 そこで、観光文化部長にお尋ねします。 

 熊本の偉人たちの功績やゆかりの地を、教育現

場での取組を土台としながら、文化観光や地域周

遊、県外発信にもつなげていくことについて、ど

のように認識されているでしょうか。 

 また、教育庁や市町村とも連携しながら、文化

資源を活用したモデルコースの造成や情報発信な

どを進める際には、単に人物名やゆかりの地を紹

介するだけでなく、その人物が生きた時代背景や

現代につながる意義まで伝わるよう、熊本の歴史

的人材を文化観光のコンテンツとして戦略的に発

信していく必要があると考えますが、観光文化部

長の御所見を伺います。 

  〔観光文化部長梅川日出樹君登壇〕 

○観光文化部長(梅川日出樹君) 熊本ゆかりの偉

人は多く、多彩な分野で活躍され、熊本の誇りと

して今も語り継がれています。その足跡は熊本の

文化の礎となり、現代にも深い影響を与え続けて
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います。 

 議員御指摘のとおり、文化を観光に生かし、地

域の魅力として発信していくという視点は、大変

重要なものだと認識しています。 

 一昨年10月、県では、新たに観光文化部を設置

し、観光と文化を一体的かつ戦略的に推進するた

めの体制としました。 

 昨年度は、県の文化資源を国内外に効果的に発

信するため、県の公式観光サイトに歴史、文化の

ページを新たに開設し、県ゆかりの文化的偉人で

ある夏目漱石をはじめ、熊本市出身の思想家であ

る横井小楠、水俣市出身で文化人の兄弟として知

られる徳富蘇峰、徳富蘆花など、熊本の偉人を紹

介しています。 

 今年度は新たに、歴史的に活躍された郷土の偉

人ゆかりの施設や伝統芸能、伝統的工芸品、文化

財などの文化資源を巡るモデルコースの検討など

も行い、その背景にある歴史や物語を感じられる

ような魅力あるものにすることで、新たな関心層

への裾野の拡大を図ってまいります。 

 引き続き、県教育委員会や市町村とも連携し、

県内外のより多くの方々に対する本県のさらなる

魅力発信と観光誘客に努めてまいります。 

  〔星野愛斗君登壇〕 

○星野愛斗君 観光文化部長に御答弁いただきま

した。 

 文化を観光に生かし、地域の魅力として発信し

ていく視点を重要なものとして受け止めていただ

き、また、今年度、郷土の偉人ゆかりの施設など

を巡るモデルコースの検討を行うとのことで、今

回の問題意識を今後の施策につなげていただける

前向きな答弁をいただいたものと受け止めまし

た。 

 熊本の歴史や文化を考えますと、県外出身であ

りながら熊本と深く結びつき、県民に親しまれて

いる方が多くいらっしゃると思います。熊本城と

セットで加藤清正公であったり、文学で言えば夏

目漱石、そして、現在で言えば、東京出身であり

ながら誰よりも熊本愛を語っておられる木村敬知

事もおられます。 

 このように、熊本は外から来た人をも引きつ

け、熊本の物語や歴史の中に迎え入れてきた土地

でもあります。だからこそ、同時に、熊本から生

まれ、全国に大きな足跡を残した井上毅、元田永

孚をはじめとした偉人についても、県民にもっと

広く知っていただく必要があると思っています。 

 ぜひ、熊本の偉人たちを、単なる過去の人物と

して紹介するのではなく、今を生きる県民が郷土

に誇りを持つきっかけとして、また、熊本を訪れ

る方々に地域の奥深さを伝える文化観光資源とし

て、しっかり磨き上げていただくことを要望いた

します。 

 これで私の質問は全て終了いたしました。 

 私も県外出身者でありますが、知事とともに、

また、執行部の方々と議員各位とともに、しっか

り熊本県発展のために頑張っていきたいと思いま

す。 

 任期いっぱいまで残り１年を切りましたが、し

っかりと最後の一日まで頑張っていきたいと思い

ますので、今後も御指導のほどよろしくお願いい

たします。 

 これで質問を終わりにします。御清聴誠にあり

がとうございました。（拍手） 

○議長(内野幸喜君) 以上で本日の一般質問は終

了いたしました。 

 明12日は、午前10時から会議を開きます。 

 日程は、議席に配付の議事日程第４号のとおり

といたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

  午後０時５分散会 


